
 

防犯カメラ運用細則 

（趣旨） 

第１条 この細則は、サザンヒル八事分譲住宅管理組合規約（以下「規約」

という。）第８０条（細則）の規定に基づき、サザンヒル八事分譲住宅

管理組合の防犯カメラの設置、運用等に関し規定するとともに、組合員等

の個人情報及びプライバシー保護のために必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 防犯カメラの設置は、サザンヒル八事分譲住宅内における犯罪及び

汚損・毀損行為等の防止・抑止を図り、防犯性の確保及び管理組合の財

産の維持保全に資することを目的とする。 

 

（組合員等の権利及び義務） 

第３条 組合員及び管理組合に届出のあった占有者（以下、「組合員等」

という。）並びにそれらの同居人は、この細則に基づく権利を有し、義務を

負うものとする。 

 

（設置等） 

第４条 防犯カメラの新設、増設、全面撤去、一部撤去又は取付位置の変

更については、総会の決議を経るものとする。 

２ 防犯カメラ設置角度の変更については、理事会の決議を経るものとする。 

３ 防犯カメラの映像の記録の範囲は共用部分等及び敷地とする。 

 

（録画及び記録映像の保存） 

第５条 防犯カメラによる録画は、保守点検又は故障等の場合を除き、常

時行うものとする。 

２ 防犯カメラによる記録映像の保存期間は、１５日間（SD カード利用カ

メラおよびエレベーター内に設置されるリフトスポットでは約７日間）保存す

るものとし、保存期間が経過した記録映像は消去する。ただし、理事会は、

必要に応じて、この保存期間を延長することができる。 

 

（保守） 
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第６条 管理組合は、防犯カメラの機器を適正に保守するものとする。 

２ 管理組合が前項の業務を第三者に委託する場合には、その委託契約に

おいて、適正な保守が確保される旨を定めるものとする。 

 

（記録映像の閲覧） 

第７条 理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、理事会の

決議を経て、防犯カメラの記録映像を閲覧することができる。ただし、理事

会の決議を経る時間的余裕がないときは、理事長（理事長不在の際は、

副理事長、以下「理事長等」という）の判断により閲覧することができる。こ

の場合、理事長等は、事後速やかに理事会に報告しなければならない。 

 一 犯罪行為、汚損・毀損行為が発生した場合 

 二 前号の行為の予防保全措置を講じる必要が極めて高いと認められる場

合 

 三 その他、管理組合、組合員等又はそれらの同居人が警察署に届け出

た事項であって、理事会が必要と認めた場合 

２ 前項の防犯カメラの記録映像を閲覧する場合には、理事長等１名、理

事長等以外の１名以上の役員及び理事会が必要と認める関係者の立会

いのもとで行う。 

３ 前項の規定に基づき、防犯カメラの記録映像を閲覧した者は、映像内容

及び関連情報について知り得た事項についての守秘義務を負う。 

 

（組合員等からの閲覧申請） 

第８条 組合員等が、自らの所有物等に前条第１項各号のいずれかに該

当する場合において、防犯カメラの記録映像の閲覧を希望する場合は、別

記様式第１による申請書を理事長等に提出してしなければならない。 

２ 理事長等は、申請書を受け取ったときは、遅滞なく、申請の適否について

理事会の決議を経なければならない。ただし、理事会の決議を経る時間的

余裕がないときは、理事長等の判断によることができる。この場合、理事長

等は、事後速やかに理事会に報告しなければならない。 

３ 前項において、理事長等は、前条第１項各号に該当しないときには、申

請を却下するものとする。また、前条第１項各号に該当する場合であっても、

申請者が閲覧する必要がないと判断されるときには、申請者の閲覧を拒否

することができる。 
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４ 第５条第２項の規定にかかわらず、理事長等は第１項の申請があった

場合には、申請の適否が決定するまで、その日時の記録映像を保存するも

のとする。 

５ 防犯カメラの記録映像を申請者に閲覧させる場合は、理事長等がその場

所、日時を指定することができる。 

６ 防犯カメラの記録映像を申請者に閲覧させる場合は、前条第２項及び

第３項の規定を準用する。 

７ 申請者の同居者が、防犯カメラの記録映像の閲覧を求める場合は、申

請者もその閲覧に立ち会わなければならない。 

８ 第２項の適否の通知は、別記様式第２によるものとする。 

 

（記録映像の閲覧又は複製提供） 

第９条 管理組合は、警察署から書面により記録映像の閲覧を求められ、

又は記録映像複製の提供を求められた場合には、理事会の決議を経て、

これを閲覧させ、又は提供することができる。ただし、理事会の決議を経る

時間的余裕がないときは、理事長等の判断により閲覧させ、又は提供する

ことができる。この場合、理事長等は、事後速やかに理事会に報告しなけれ

ばならない。 

 

（細則外事項） 

第１０条 この細則に定めのない事項については、規約又は総会の決議で

定められたところによる。 

 

（細則の改廃） 

第１１条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経なければならない。 

 

附 則 

（施行） 

第１条 この細則は、令和６年１１月１７日から効力を発する。 

 

（附則） 

この細則は、令和７年５月１８日から効力を発する。 
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（このページはブランクです） 
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